
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】 

補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE SAXA Holdings, Inc.

最終更新日：2015年6月26日
サクサホールディングス株式会社

代表取締役社長 越川雅生

問合せ先：03-5791-5511

証券コード：6675

http://www.saxa.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当企業グループは、コーポレート・ガバナンスの強化を当社およびグループ全体としての重要課題であると認識し、経営の効率化ならびに経 
営の健全性および透明性を高めてまいります。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

沖電気工業株式会社 8,060,167 13.71

日本電気株式会社 2,360,000 4.01

株式会社みずほ銀行 2,339,520 3.98

株式会社三井住友銀行 1,767,075 3.00

ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 1,479,000 2.51

サクサグループ従業員持株会 1,058,846 1.80

株式会社三菱東京UFJ銀行 959,800 1.63

みずほ信託銀行株式会社 900,000 1.53

日本証券金融株式会社 885,000 1.50

三井住友海上火災保険株式会社 773,000 1.31

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

――― 



――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

池田敬造 他の会社の出身者 ○

布施雅嗣 他の会社の出身者 ○

小口喜美夫 学者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

池田敬造  
沖電気工業株式会社 通信システム事業
本部企画室長、キャリアシステム事業部
長

経営についての豊富な経験と幅広い見識を 
当社の経営に反映していただくため 

布施雅嗣  沖電気工業株式会社 経理部長
経営についての豊富な経験と幅広い見識を 
当社の経営に反映していただくため 

小口喜美夫 ○ 成蹊大学理工学部情報科学科教授 

＜社外役員選任理由＞ 
社外取締役としての能力、人格および識見に
優れていること。また、同氏は理工学部情報科
学科教授であり、また、長年通信業界の実務
に従事し培われた専門的な知識と経験から、
当企業グループの事業についての十分な知
識、経験を有しているため。 
＜独立役員指定理由＞ 
株式会社東京証券取引所が定める独立役員
の要件を満たしており、当社、関連会社、主要



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

な取引先の業務執行者ではなく、また、当社が
報酬を支払っているコンサルタント等の専門家
ならびに主要株主等ではありませんので、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないこと
から、独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役は、会計監査人と情報を交換するなど連携を密にし、監査体制の強化に努めております。 
監査役は、内部監査部門と情報を交換するなど連携を密にし、監査体制の強化に努めております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

河野 敬 弁護士

猪鼻 正彦 公認会計士

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

河野 敬 ○
河野法律事務所 弁護士 
サクサ株式会社 社外監査役 

＜選任理由＞ 
社外監査役としての能力、人格および識見に 
優れていること。また、同氏は弁護士であり、 
監査業務についての十分な知識、経験を有 
しているため。 
＜独立役員指定理由＞ 
株式会社東京証券取引所が定める独立役員 
の要件を満たしており、当社、関連会社、主 
要な取引先の業務執行者ではなく、また、当社



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

が報酬を支払っているコンサルタント等の専門
家ならびに主要株主等ではありませんので、 
一般株主と利益相反が生じるおそれがないこ
とから、独立役員として指定しております。 

猪鼻 正彦 ○ 公認会計士猪鼻事務所 公認会計士 

＜選任理由＞ 
社外監査役としての能力、人格および識見に 
優れていること。また、同氏は公認会計士で 
あり、財務および会計に関する相当な知見を
有しており、監査業務についての十分な知識、
経験を有しているため。 
＜独立役員指定理由＞ 
株式会社東京証券取引所が定める独立役員 
の要件を満たしており、当社、関連会社、主 
要な取引先の業務執行者ではなく、また、当社
が報酬を支払っているコンサルタント等の専門
家ならびに主要株主等ではありませんので、 
一般株主と利益相反が生じるおそれがないこ
とから、独立役員として指定しております。 

独立役員の人数 3 名

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員すべてを独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

インセンティブ付与は実施しておりませんが、職務と企業業績に応じて報酬を決定しており、株主総会で承認された範囲内で支給しております。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

定款または株主総会決議に基づく報酬として、取締役１１名に対し９１百万円を支払っています。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし

――― 

総務部門が補佐する体制をとっております。とくに重要な事項については事前説明を行っております。 

【現状の体制の概要】 
 当社は、法定機関として、取締役会、監査役会および会計監査人を設置しております。 
 また、当企業グループにおける業務および職務の執行の適法性、適正性および妥当性を確保するため、当企業グループ全体のリスクマネ 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

ジメントおよびコンプライアンスを統括する委員会ならびに内部監査部門を設置しております。 
 
＜取締役会＞ 
 当社取締役会は、１０名で構成しております。社外取締役を選任するための会社からの独立性に関する基準または方針については特に定めて
おりませんが、取締役の業務執行に対する監督機能の強化を図ることを目的に社外取締役を３名選任しております。また、社外取締役のうち１名
は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員として届出ております。 
なお、社外取締役には、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくことを期待しております。 
経営の重要事項については、原則として月１回、取締役会を開催し、意思決定しております。また、必要がある場合は随時取締役会を開催してお
ります。 
 
＜常務会＞ 
 当社は、経営の重要事項について協議し、取締役会へ上申する機関として常務取締役以上の役員を構成員とする常務会を設置しております。 
常務会は、原則として月１回開催し、必要がある場合は随時開催しております。 
 
＜監査役会＞ 
当社監査役会は、４名で構成しております。４名のうち、２名を社外監査役として選任しております。社外監査役のうち１名は、公認会計士の資格
を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。 
社外監査役を選任するための会社からの独立性に関する基準または方針については特に定めておりませんが、社外監査役については、社外監
査役としての能力、人格および識見に優れ、監査業務についての十分な知識、経験を有し、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件
を満たした、当社とは特別な利害関係のない者を選任しております。 
監査役は、取締役会、常務会およびグループ経営会議への出席、また、稟議書、重要会議資料および寄付金に関する申請書等を必要に応じて
閲覧する等により、取締役の業務執行の適法性、妥当性について監査しております。取締役および使用人は、「内部統制システムの整備に関す
る基本方針９（２）」に定める事実が発生した場合は、その都度監査役に報告しております。 
各部門長は、監査役に定期的に業務執行状況について報告しております。 
監査役会は、原則として毎月１回開催し、取締役の業務執行状況についての監査報告その他の監査役の職務の執行に関する事項の決定等を
行っております。また、必要がある場合は随時監査役会を開催しております。 
 
＜会計監査人＞ 
 会計監査人は、新日本有限責任監査法人を選任しております。 
定期的に会計監査を受けるほか、随時相談を行うなど会計処理の透明性と正確性の向上に努めております。 
 
＜リスクマネジメントおよびコンプライアンスを統括する委員会＞ 
当社は、会社法に基づく内部統制システムの整備に関する基本方針に従い、リスクマネジメントおよびコンプライアンスを統括する委員会を原則
として半期に一度開催し、当企業グループのリスクマネジメントの状況およびコンプライアンスの状況について報告し、必要に応じてリスクマネジメ
ントおよびコンプライアンスに関する事項等について審議、決定をしております。 
 
＜内部監査部門＞ 
 内部監査部門は、６名で構成し、当企業グループ全体を対象に業務および事業活動について実態を調査・把握し、内部統制の観点から、公正、
かつ、客観的な立場で評価・確認し、助言・勧告を行うことにより、不正過誤の防止に役立てるとともに、業務の改善および効率化を図り、経営の
合理化ならびに事業の健全な発展に資する内部監査を実施しております。 
内部監査部門は、内部監査の結果を担当取締役に報告のうえ、代表取締役社長に報告しております。 
 
□ 監査役、内部監査部門および会計監査人との相互連携ならびに内部統制部門との連携 
 内部監査部門は、内部監査の結果を監査役に随時報告しております。 
監査役は、決算期および第１四半期累計期間、第２四半期累計期間、第３四半期累計期間に係る会計監査人監査（レビュー）終了後ならびに監
査計画策定時に会計監査人と意見交換を行い、また、グループ会社監査役連絡会を開催し、当企業グループ各社の監査役との意思疎通および
情報交換を行っております。 
以上のとおり、監査役、会計監査人、内部監査部門は連携を密にし、監査体制の強化に努めております。 
なお、内部統制部門は、内部統制につき、必要がある場合は随時監査役に報告しております。 
 
□ 社外取締役および社外監査役と内部監査、監査役および会計監査との相互連携ならびに内部統制部門との関係 
 社外取締役は、取締役会において社内の取締役、監査役および社外監査役とともに、内部統制部門から内部統制システムの運用状況、内部
監査結果および会計監査結果の報告を受け、必要に応じて意見を述べております。 
社外監査役は、社内の監査役とともに、決算期および第１四半期累計期間、第２四半期累計期間、第３四半期累計期間に係る会計監査人監査
（レビュー）終了後ならびに監査計画策定時に会計監査人と情報・意見の交換を行っており、また、内部監査部門からの監査結果報告内容を、監
査役会にて常勤監査役から報告を受け、必要に応じて意見を述べております。 

上記「２．」に記載の機関および組織のほか、内部監査および内部統制担当取締役を置き、これらの連携によって当社のコーポレート・ガバ 
ナンスは有効に機能するものとして現状の体制を選択しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会開催日の３週間前に発送しております。 

電磁的方法による議決権の行使 インターネットを通じての議決権の行使を可能としております。 

その他
当社ホームページに株主総会招集通知、報告書（事業報告を含む）および株主総会の議 
決権行使結果（臨時報告書）を掲載しています。 

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

期末決算に合わせ説明会を開催し、代表者が出席して説明を行っておりま 
す。

あり

IR資料のホームページ掲載 広報発表と同時に資料の掲載を行っております。 

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当部署として総務部門内にＩＲ担当を設置しております。 

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

「企業行動憲章」においてステークホルダーの立場の尊重について規定しております。 

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
「企業行動憲章」にＣＳＲおよび環境活動に関する事項を規定しております。また、環境宣言 
および環境方針に基づき、（ＣＯ２削減、環境教育、環境報告書の作成など）幅広い取組みを 
行っております。 

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「企業行動憲章」に正確な企業情報を適時に開示し、企業の透明性を高めることを規定して 
おります。 



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

【内部統制システムの整備に関する基本方針について】 
当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針を以下のとおり決議しております。 
 
１．当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
（１）当企業グループにおけるコンプライアンス意識の確立および維持を図るため、コンプライアンスに関する基本方針を定め、当企業グループの
取締役および使用人にコンプライアンス教育を実施し、法令、定款および社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹底する。 
（２）当企業グループ全体のリスクマネジメントおよびコンプライアンスを統括する委員会（統括責任者：当社代表取締役社長、統括部門：当社リス
ク管理部門）およびヘルプライン（コンプライアンス相談窓口）を設置し、法令、定款および社会倫理に反する行為等の早期発見に努めるととも
に、当企業グループのコンプライアンス管理体制の運用を行う。 
（３）ヘルプラインに相談または報告のあった事項については、ヘルプラインの運用について定めた社内規程に基づき適切に対応する。 
  なお、情報提供者に対してヘルプラインへの通報およびヘルプラインに相談ならびに報告のあった事項に関する調査への協力を理由とした不
利益な取扱いは行わないものとするとともに、情報提供者の情報を秘匿する。 
 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
  取締役の職務の執行状況を示す重要な情報については、法令および社内規程に基づき、適切に作成、保存および管理する。 
 
３．当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
（１）当社は、当企業グループにおけるリスクマネジメントに関する事項について定めた社内規程に基づき、リスクマネジメント体制の運用を行う。 
（２）当企業グループ各社に設置するリスク責任者は、各社におけるリスクマネジメントを行い、リスクマネジメントの状況を当該会社の担当取締役
および当企業グループ全体のリスクマネジメントおよびコンプライアンスを統括する委員会に定期的に報告する。 
 
４．当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体 制 
（１）職務権限に関する社内規程に基づく職務権限の委譲および決裁手続の簡素化等により意思決定の迅速化を図るとともに、職務分掌に関す
る規程を整備し、組織間の適切な役割分担と連携を確保する。  
（２）取締役の職務の執行が効率的に行えるよう、業務の合理化、業務の簡素化、組織のスリム化およびＩＴの適切な利用を図り、継続的な見直し
を実施する。 
 
５．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
（１）当企業グループ全体のリスクマネジメントおよびコンプライアンスを統括する部門を置き、当企業グループ全体に適用するリスクマネジメント
に関する社内規程ならびにコンプライアンスに関する基本方針に基づき、法令、定款および社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹底
する。 
（２）当企業グループは、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当な要求に対しては、あらかじめ定めた対応部門が、外部専門機関（警察・
弁護士等）と連携して、法的に対応し、問題を解決していく。 
（３）内部監査部門を置き、当企業グループ全体の業務執行について内部監査を実施する。 
 
６．子会社の取締役等の職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制 
  当企業グループの経営の重要事項については、当社が定める当社子会社の経営執行に関する重要事項の取扱いを定めた規程に基づく報告
をする。 
 
７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における使用人に関する事項 
  取締役は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、使用人を監査役の職務の補助にあたらせる。 
 
８．前項の使用人の取締役からの独立性等に関する事項 
  前項の監査役の職務の補助にあたる使用人について、取締役はその独立性および監査役の指示の実効性を確保する。 
 
９．監査役への報告に関する体制 
（１）監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、重要事項に関する意思決定を確認することができる。 
（２）当企業グループの取締役および使用人等ならびに子会社の監査役は、次に定める場合は、当社の監査役に報告する。 
 ア．当企業グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実が発生し、または発生するおそれがある場合 
 イ．当企業グループに重大な法令または定款違反が発生し、または発生するおそれがある場合 
 ウ．当社の監査役から報告を求められた場合 
（３）当企業グループ各社は、定期的に各社の業務状況について監査役に報告する。 
（４）ヘルプラインに相談または報告があった場合、監査役に報告し、その対応結果についても報告する。 
 
１０．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（１）監査役は、取締役の職務の執行に係る情報を閲覧することにより、取締役の業務執行を監査することができる。 
（２）監査役は、会計監査人および内部監査部門と情報を交換するなど連携を密にし、監査体制を強化することができる。 
（３）監査役会は、監査役または監査役会の職務遂行上必要と認める費用を会社に対して請求することができる。 
 
                                                                   以 上

【反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方】 
内部統制システムの整備に関する基本方針５．（２）に記載のとおりであります。 
 
【反社会的勢力排除に向けた整備状況】 
１．内部統制システムの整備に関する基本方針に基づき、グループ行動規範に反社会的勢力への対応を次のとおり定め、当企業グループ全 
体に周知徹底するとともに教育を行っております。 
（１）市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力および団体の不当な要求には毅然として対応します。 
（２）自らの利益を得るために、反社会的勢力および団体を利用しません。 
 
２．当社CSR推進室を対応部門とし、外部専門機関（警察・弁護士等）と情報交換等連携を図っております。 



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

買収防衛策の導入の有無 あり

平成２５年５月２３日開催の当社取締役会において、平成２２年４月３０日開催の当社取締役会において定めた、会社法施行規則第１１８条 
第３号における、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針ならびに基本方針の実現に資する特別な 
取組みの一部改定を決議するとともに、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを 
防止するための取組みとして「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策)」（以下改定後のものを「本ルール」といいます。）を 
導入（更新）することとして当社株主総会に付議することを決議し、平成２５年６月２７日開催の当社第１０回定時株主総会において承認され 
ました。 
なお、主な概要は、以下のとおりであります。 
 
（１）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
 当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えております。したがって、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案に応 
じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。 
しかし、当社株式の大量取得行為またはその申し入れの中には、次のものも想定されます。 
ア．買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、当社のグループ企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそ 
れがあるもの 
イ．株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの 
ウ．当社に、当該買付けに対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えることなく行われるもの 
エ．当社株主に対して、買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供することなく行われるもの 
オ．買付けの条件等（対価の価額・種類、買付けの時期、買付けの方法の適法性、買付けの実行の可能性等）が当社の本源的価値に鑑 
み、著しく不十分または不適当なもの 
このような当社株式の大量取得行為またはその申し入れを行う者は、例外的に、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者とし 
て不適切な者と考えています。このような行為から当社の経営理念やブランド、株主をはじめとす各ステークホルダー（利害関係人）の利 
益を守るのは、当社の経営を預かるものとして当然の責務であると認識しております。 
 
（２）基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 
当社取締役会は、上記「（１）」に述べた基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されると 
を防止するための取組みとして、本ルールを導入（更新）することが、当社のグループ企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、また 
は向上させるために必要不可欠であると判断しました。 
なお、基本方針に照らして不適切なものによって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みは、 
以下の事項を考慮し織り込むことにより、基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではなく、役員の地位の維持を目的と 
するものではないと判断しております。 
ア．あらかじめ買収防衛策を導入することにより、濫用的な買付行為を抑止すること 
イ．株主の皆様の意思を法的に明確な形で反映させるため、買収防衛策の導入の決定を株主総会の決議事項とし、株主総会の決議を経 
て買収防衛策を導入すること 
ウ．防衛策発動に関して基本方針に沿った合理的、客観的要件が設定されていること 
エ．独立性の高い独立委員会の設置および防衛策発動の際には必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること 
オ．本ルールの有効期限が平成28年３月期に関する定時株主総会終結の時までとし、株主総会または取締役会によりいつでも廃止でき 
ること 
 
また、当社取締役会は、本ルールの導入(更新）を行うことについて独立委員会へ諮問し、独立委員会から適当である旨の勧告を受けて 
おります。 
 
（３）本ルールの概要 
本ルールは、次の「ア」または「イ」に該当する買付けまたはその申し入れ（以下あわせて「買付け等」といいます。） がなされる場合に、 
買付け等を行う買付者および買付提案者（以下「買付者等」といいます。）に対し、事前に当該買付け等に関する情報の提供を求め、当該 
買付け等について情報収集、検討等を行うために合理的に必要な期間を確保したうえで、株主の皆様に当社経営陣の意見表明や代替案 
を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続きを定めています。 
ア．当社が発行者である株券等について、保有者の株券等の株券等保有割合の合計が２０％以上となる買付け 
イ．当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等所有割合の合計 
が２０％以上となる公開買付け 
 
（４）防衛策の内容 
買付者等が本ルールに定められた手続きを遵守しない場合または買付者等が本ルールを遵守しても、防衛策発動要件のいずれかに 
該当することにより防衛策を発動すべきとの結論に達した場合は、当社取締役会は、社外有識者３名で構成される独立委員会の勧告を 
受け、当社取締役会の決議により、新株予約権（当該買付者等による権利行使は 認められないとの行使条件および当社が当該買付者 
等以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付されたもの。）の無償割当を実施することにより、買付者 
等の当社株券等保有割合を低下させます。 
 
（５）独立委員会の設置 
本ルールを適正に運用し、当社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性、合理性および公正性を担 
保するため、社外有識者３名で構成する独立委員会を設置しております。 
なお、独立委員会委員の構成は次のとおりです。 
 
＜独立委員会委員＞ 
○ 山口 邦明（弁護士） 
○ 清水 建成（弁護士） 
○ 飯森 賢二（公認会計士） 



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

――― 



【コーポレート･ガバナンス体制の模式図】 
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【適時開示体制の概要（模式図）】 

 

 当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、次のとおりです。 

 

１．会社情報の１．会社情報の１．会社情報の１．会社情報の適時開示に係る基本姿勢適時開示に係る基本姿勢適時開示に係る基本姿勢適時開示に係る基本姿勢    

  当企業グループは、「法令遵守および高い倫理観のもと良識に従い行動する」および「正確な

企業情報を適時に開示し、企業活動の透明性を高める」ことを企業行動憲章に掲げ、これを実

践することにより、あらゆるステークホルダーとの高い信頼関係を構築してまいります。 

 

２．情報開示の社内体制２．情報開示の社内体制２．情報開示の社内体制２．情報開示の社内体制    

 

当社各部門、グループ各社当社各部門、グループ各社当社各部門、グループ各社当社各部門、グループ各社    

企画部企画部企画部企画部    ＣＳＲ推進室ＣＳＲ推進室ＣＳＲ推進室ＣＳＲ推進室    

①決算情報 ②決定事実 ③－１発生事実 

（リスク・コンプラ

イアンス案件以外） 

③－２発生事実 

（リスク・コンプラ

イアンス案件） 

総務人事部総務人事部総務人事部総務人事部    ＣＳＲ委員会ＣＳＲ委員会ＣＳＲ委員会ＣＳＲ委員会    

① ② ③－１ ③－２ 

③－２ 

情報取扱責任者情報取扱責任者情報取扱責任者情報取扱責任者    

代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長    

常務会常務会常務会常務会    

取締役会取締役会取締役会取締役会    監査役会監査役会監査役会監査役会    

重要事実のうち、 

緊急性を要するもの 

総務人事部（情報取扱責任者）総務人事部（情報取扱責任者）総務人事部（情報取扱責任者）総務人事部（情報取扱責任者）    

情報開示（公表）情報開示（公表）情報開示（公表）情報開示（公表）    

経理部経理部経理部経理部 


